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監 査 報 告 

 

独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第 19条第 4項及び同法第 38条第 2項の

規定に基づき、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」という。）の令和 6事業

年度（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日）の業務、事業報告書、財務諸表（貸借対照

表、損益計算書、利益の処分に関する書類（案）、損失の処理に関する書類（案）、行政コス

ト計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及びこれらの附属明細書）及び決

算報告書について監査を実施し、その方法及び結果を取りまとめたので、以下のとおり報告

する。 

 

Ⅰ 監査の方法及びその内容 

 

各監事は、監査計画に基づき、理事長、副理事長、理事、内部監査部門、業績評価部門

その他職員（以下この項目において「役職員等」という。）と意思疎通を図り、情報の収

集及び監査の環境の整備に努めるとともに、役員会その他重要な会議に出席し、役職員等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、主たる事務所及

び従たる事務所において業務、財産の状況及び主務大臣に提出する書類を調査した。また、

役員（監事を除く。以下「役員」という。）の職務の執行が通則法、独立行政法人中小企

業基盤整備機構法（以下「機構法」という。）又は他の法令に適合することを確保するた

めの体制その他機構の業務の適正を確保するための体制（財務報告プロセスを含む。以下

「内部統制システム」という。）について、役職員等からその整備及び運用の状況につい

て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めた。（別紙参照） 

さらに、当該事業年度に係る財務諸表及び決算報告書（以下「財務諸表等」という。）

並びに事業報告書（会計に関する部分）について検証するに当たっては、会計監査人が独

立の立場を保持し、かつ、適切な監査を実施しているかを監視及び検討するとともに、会

計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めた。また、

会計監査人から会社計算規則第131条で定める「会計監査人の職務の遂行に関する事項」

と同様の事項の通知を受け、必要に応じて説明を求めた。 

以上の方法に基づき、機構の当該事業年度に係る業務、事業報告書及び財務諸表等の監

査を行った。 
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Ⅱ 監査の結果 

 

１ 機構の業務が、法令等に従い適正に実施されているかどうか及び中期目標の着実な達

成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどうかについての意見 

機構の業務は、基本的に法令等に従い適正に実施されていると認める。なお、機構

は、コンプライアンス・プログラムを策定し、コンプライアンスの徹底に向け、役職

員の他、外部専門家等も対象とした研修・啓発活動を実施し、コンプライアンス意識

を醸成している。 

また、機構は、第 5 期中期目標期間の初年度において、組織改編を進めるととも

に、各部門での事業の整理・見直しに係る検討に着手し、中期目標の着実な達成に向

け役職員と一体となり、効果的かつ効率的に業務を実施しているものと認める。 

 

２ 機構の内部統制システムの整備及び運用についての意見 

内部統制システムに関する業務方法書の記載内容は相当であると認める。令和 6年

度においては、理事長自らコンプライアンス宣言を行うとともに、内部統制の態勢強

化に向け、内部統制関連の委員会の整理・再編等を行った。今後も理事長のリーダー

シップの下、統制環境の更なる整備に努めることが肝要である。 

 

３ 機構の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する重大な事実があっ

たときは、その事実 

役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認めら

れない。 

  

４ 財務諸表等についての意見 

会計監査人である 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認める。 

 

５ 事業報告書についての意見 

事業報告書は、法令等に従い、機構の状況を正しく示しているものと認める。 
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Ⅲ 独立行政法人改革等に関する基本的な方針等過去の閣議決定において定められた監査 

事項についての意見 

 

１ 報酬水準及び給与水準の妥当性 

令和 6年度の理事長の報酬水準並びに役職員の報酬水準及び給与水準については、

機構による妥当性の検証手法を監査したところ、適切であると認める。 

 

２ 調達等合理化の取組の状況 

令和 6 年度調達等合理化計画に基づき、入札及び契約手続きの公正性・透明性の

確保等に適切に取り組んでいると認める。 

 

３ 保有資産の見直し 

令和 6 年度において、保有資産は適切に見直しがなされており、特徴的な事項と

して、中小企業大学校旧直方校の売却に係る手続きがなされ、引き渡しが完了してい

る。 

また、不要財産及び機構法第 19条第 2項に基づく積立金の残余について、国庫納

付が適正に行われていると認める。 

なお、令和 6 年度に国庫納付がなされた不要財産の一部は、東日本大震災に係る

被災中小企業施設・設備整備支援事業における償還金であり、会計検査院の指摘に基

づく国庫納付であった。 

 

 

令和 7年 6月 20日 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 

 

監事       齋藤 尚良  

 

監事       笠原 隆    

 

監事（非常勤）  西野 和美    

 

 

※上記は、当法人が監事監査報告の原本の署名を電子化し作成したものであり、その原本は

当法人が別途保管しております。 
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（別紙） 

令和 6事業年度 監事監査の実施概要 

 

１．経常監査 

（１）重要会議への出席 

 会議名等 開催頻度 

役員会 原則月2回実施 

地域本部長会議 年5回実施 

契約監視委員会 年2回実施 

内部統制委員会 年2回実施 

コンプライアンス委員会 年2回実施 

リスク管理委員会 年1回実施 

個人情報保護委員会 年1回実施 

情報セキュリティ委員会 年2回実施 

資産運用委員会 年2回実施 

ファンド出資事業評価・検討委員会 年1回実施 

 （注）令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31日までの状況。 

 

（２）理事長との意見交換 

回数 主な内容  実施日 

第1回 ・地域本部往査の計画 令和6年9月6日 

第2回 ・上半期の振り返りに係る意見交換 令和6年10月18日 

第3回 ・地域本部往査結果の共有、本部監査の計画 令和7年2月21日 

第4回 ・本部監査結果の共有 令和7年4月11日 

第5回 ・令和6事業年度監事監査報告の概要 令和7年6月6日 

第6回 ・令和6事業年度監事監査報告等 令和7年6月19日 

 

（３）三様監査連絡会 

  以下のとおり、三様監査連絡会（監事、会計監査人及び監査統括室の三者による構

成）において、会計監査人による会計監査や監査統括室による内部監査の実施状況等の

確認および意見交換を実施した。 

回数 主な内容  実施日 

第1回 ・会計監査人による令和6事業年度監査計画 

・監査統括室による内部監査状況報告 
令和6年12月24日 
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第2回 ・法人内の内部統制の有効性やリスク認識に関す

る監事と会計監査人とのディスカッション 

・監査統括室による内部監査状況報告 

令和7年3月18日 

第3回 ・会計監査人による期中監査経過報告 令和7年4月3日 

第4回 ・会計監査人による期末監査経過報告 令和7年6月3日 

第5回 ・会計監査人による監査結果報告 令和7年6月19日 

 

２．往査 

（１）地域本部往査 

以下の通り、地域本部への往査を実施した。 

 被監査部門 実  施  日 

北海道本部 令和6年11月21日～22日 

東北本部 令和6年12月17日～18日 

関東本部 令和7年1月14日～15日、20日 

中部本部 令和6年11月11日～12日 

北陸本部 令和6年11月28日～29日 

近畿本部 令和6年10月21日～22日 

中国本部 令和6年12月11日～12日 

四国本部 令和6年10月28日～29日 

九州本部 令和6年11月6日～7日 

 

（２）本部 部門ヒアリング 

年間を通じて監査するとともに、以下のとおりヒアリングを実施した。 

 被監査部門 実  施  日 

監査統括室 令和7年3月3日 

総務部 令和7年3月27日 

人事グループ 令和7年3月24日 

財務部 令和7年3月14日 

企画部 令和7年3月25日 

広報・情報戦略統括室 令和7年3月10日 

イノベーション助成グループ 令和7年3月17日 

情報システムセンター 令和7年3月17日 

経営支援部 令和7年3月26日 
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創業・ベンチャー支援部 令和7年3月12日 

事業承継・再生支援部 令和7年3月28日 

人材支援部 令和7年3月24日 

販路支援部 令和7年3月28日 

災害対策支援部 令和7年3月11日 

高度化事業部 令和7年3月4日 

共済事業推進部 令和7年3月13日 

共済事業グループ 令和7年3月19日 

共済資金グループ 令和7年3月25日 

ファンド事業部 令和7年3月31日 

国際交流センター 令和7年3月12日 

 

以上 


